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特集 2030年に向けた製造業の経営アジェンダ

Ⅰ　 導入：グローバル経営モデルにおける「サイロの壁の突破」と「地域拠点間の壁の突破」の 
重要性

Ⅱ　サイロの壁の突破：プログラム経営導入による事業部横断での取り組みの推進
Ⅲ　地域拠点間の壁の突破：GBS活用による地域拠点を横断した経営の効率化
Ⅳ　グローバル経営の高度化に求められる循環型経営モデルの確立

C O N T E N T S

要　約

1	 日系製造業各社はグローバルに戦線が拡大しているため、グローバル本社から戦略統制
をかける「マトリクス経営」の高度化が求められ始めている。

2	 マトリクス経営はグローバルで最適化を図る上で非常に有用ではあるが、事業環境や市
場ニーズの近年の変化に対応し切れない。その理由として、①マトリクス経営が各事業
部のサイロ化を助長するリスク、②地域拠点に依存したオペレーション設計になってお
り、地域拠点を跨いだ業務効率化・高度化の余地、が挙げられる。

3	 サイロの壁を突破し、事業部横断で事業を推進するにはプログラム経営が重要である。
4	 地域拠点間の壁を突破するには、GBSの推進により地域拠点を跨いで業務を集約するこ
とが重要である。その結果、グローバルで業務の効率化・高度化を図ることが可能となる。

5	 GBS設立においては、コスト削減を目的とした従来型のSSCとは異なり、長期的な戦略
的プロジェクトとしての位置付けの下、全社一体となった推進が求められる。

6	 真のグローバル経営モデルとは「マトリクス経営の高度化」「GBSによる収益性の改善」
によって余力を生み出し、「プログラム経営手法を用いた新規事業拡大と既存組織への
組み込み」の 3点を循環させる循環型経営モデルを示す。2030年に向け、主要製造業
各社はこの先進グローバル経営モデル構築が生き残りへの肝となる。

製造業企業における
グローバル経営モデルの高度化
プログラム経営による「サイロの壁の突破」と
GBS導入による「地域拠点間の壁の突破」の要諦

細川済弘山本隆史
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ることが見て取れる。
また図 2 は、海外各地域における拠点総数

を各主要業種別に取りまとめたデータであ
る。これによると、各拠点の総数という観点
で製造業が他主要業種を圧倒していることが
窺える。これは製造業各社が自前で製造、開
発、販売機能を各地域で展開してきたことに
加え、クロスボーダーM&Aを通した海外事
業の成長を志向してきた結果である。

このように海外売上高比率が高い企業群を
抱える国内製造業は、①海外拠点数の多さ、
②各拠点がそれぞれ別々の機能を有してい
る、③クロスボーダーM&Aによって本社と
違うシステムを有する会社を内部化した、と
いう 3 つの結果によって、他業界に比べ、全
社としてグローバル最適になるようにガバナ
ンスをかけることに対する難易度が高いとい

Ⅰ	導入：グローバル経営モデル
	 における「サイロの壁の突破」と
	 「地域拠点間の壁の突破」の重要性

	製造業を取り巻く環境：より高度な 
グローバル全社経営が求められ始める

日系企業のグローバル化が経営の課題とし
て認識され始めてから長い年月が経った。21
世紀になり20年以上、主要大手日系企業は海
外の事業機会を自社の成長につなげるべくさ
まざまな施策を講じてきた。特に製造業企業
におけるグローバル対応はここ20年で飛躍的
に伸長した。図 1 は海外売上高を公表してい
る日系企業群売上高上位50社を、横軸に連結
売上高、縦軸に海外売上高比率を取って分類
したものである。これによると海外売上高比
率50％を超える企業群の過半数が製造業であ

図1　国内売上高トップ50社における海外売上高比率
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一方で、経営ツールであるマトリクス経営
の高度化だけで真の意味でのグローバル企業
に変貌を遂げられるかと問われれば、残念な
がら不十分であるというのも現実だ。その理
由は主に 2 つある。

1 つ目に、サイロの壁の突破である。マト
リクス経営は通例、機能・事業を 1 つのユニ
ットとしてグローバルに束ね、各ユニット単
位で最適化を図る仕組みである。言い換えれ
ば、事業や機能に閉じてグローバルに最適化
を図る仕組みであり、サイロ化を助長するリ
スクがある。したがって、既存マトリクスの
仕組みでは事業横断で内在する経営課題を抽
出し、それに対処することが難しいという問
題を抱えている。

ここ数年、製造業を取り巻く環境は大きく
変化しており、サステナビリティなどの社会
課題を起点として新しい事業を創出すること
や、「モノ売りからコト売り」のコンセプトの
下、自社ハードウエアデバイスと掛け合わせ

える。
このグローバル化を進める中で、各地域最

適を求めた結果、グローバル全体で見ると効
率化の余地が生まれ始めている。そこで製造
業各社において各市場拠点に一定程度自主性
を委ねながら、グローバルヘッドクォーター

（GHQ：Global Headquarter）から戦略的な
統制を効かせたいというニーズがますます高
まっている。主要製造業各社の中には、それ
を実現する方法として、本社、地域、事業／
機能軸での経営モデルの最適化「マトリクス
経営」の導入と高度化を実施し始めていると
ころも見られる。

このマトリクス経営の高度化は、今後、グ
ローバルを主軸に事業を構築していく製造業
企業にとっては極めて重要な経営インフラで
ある（マトリクス経営の高度化に関する詳細
は、『知的資産創造』2023年 2 月号「マトリ
クス経営から三軸経営へ─企業の多角化・
グローバル化を支える経営体制」を参照）。

図2　主要業種別海外拠点数
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Ⅱ	サイロの壁の突破：プログラム
	 経営導入による事業部横断の
	 取り組みの推進

1	 プログラム経営とは：プログラム
	 経営の導入が求められる背景

プログラム経営とは、事業部横断で取り組
むべき事業課題に対する、全社最適なビジネ
ス創発やそれを受けた既存組織への組み込み
を目的にした新しい経営モデルである。マト
リクス経営をはじめとしたオペレーションの
グローバルでの最適化を既存組織に対して実
施しながら、事業部横断かつ各主要地域の特
徴を組み込む際にその効果を発揮する。ここ
で述べる事業部横断で取り組む代表的な領域
としてサステナビリティやデジタルビジネス
創出を想定している。

具体的には、既存のマトリクス組織とは別
にバーチャルに期間限定のプロジェクトを立
ち上げ、既存組織の枠組みでは取り組むこと
が難しいサステナビリティやデジタルビジネ
ス創出といった事業領域の推進、高度化に特
化している点が特徴に挙げられる。

プログラム経営に関して手法も含めた具体
論に言及する前に、なぜプログラム経営が

「今」海外売上高比率の高い製造業で求めら
れているのかについて、その背景も含めて述
べる。前述のとおり、製造業において、グロ
ーバル経営を高度化するために、マトリクス
経営に着手し始めている企業が近年増えてい
る。プログラム経営の必要性を理解する上
で、このマトリクスの概要に関して簡単に言
及する。

マトリクス経営とは、各プロダクトライン
やビジネスユニット（BU）などから構成さ

たデジタルサービスの創出など、新たな事業
課題への対応が求められ始めている。こうし
た新しい事業課題は、事業や機能別には対応
し切れないケースが大半であり、既存のマト
リクスモデルの高度化のみでは対応できない。

2 つ目に、地域拠点を横断したオペレーシ
ョンの効率化・高度化の余地が挙げられる。
マトリクス経営の高度化によって、事業・機
能ごとに各拠点と連携しながら経営機能を一
定程度効率化・高度化できる一方、そのレベ
ルは各地域拠点の成熟度（マチュリティ）に
よって異なり、個別最適の世界に陥っている
のが実態である。特にバックオフィス機能の
効率化・高度化は、各拠点に委ねるのではな
くグローバルでオペレーションを標準化した
上で、各地域を跨ぎ、主要地域ごとに集約し
た方が拠点運営の効率化、事業への集中とい
う観点で適切である。

本稿では、グローバルという観点で先進課
題を抱える製造業企業が、上記マトリクス経
営の高度化では対応できない 2 つの問題に対
して、いかにして対応するべきかについて、
グローバル先進企業を例に取りながら解説し
ていく。

1 つ目の課題であるサイロの壁に対して
は、「プログラム経営」を提唱し、事業部横
断での取り組みが求められる事業課題を解決
する仕組みについて言及する。 2 つ目の課題
である地域拠点を跨いだオペレーションの効
率化・高度化に対しては、グローバル・ビジ
ネス・サービス（GBS）を活用することで地
域拠点別の独自性を取り除いて一元的に集約
し、業務効率化・高度化をグローバル全体で
図っていくことを提唱する。



58 知的資産創造／2023年4月号

方の調整のため、一般的にはマトリクスの交
点に、事業部ごとの既存のライン組織ではな
くマトリクス経営を最適化するための新たな
ポジションを設定し、事業、機能、地域間双
方の上長に対してレポーティングラインを持
たせることで、異なる視点やミッションを持
つ両軸間の協調・調整を図る組織体制を構築
する。

そしてこの双方のレポーティングラインの
優先度を事前に設定し、優先度が高い方をソ
リッドのレポーティングライン、低い方をド
ッテッドのレポーティングラインとし、ソリ
ッドレポートを最終意思決定として設計する
ことで、各社の特徴に応じGHQ側からの適
切な干渉度合いを設定している（図 3 ）。

マトリクス経営は、日々のオペレーション
や既存事業を前提とした際に、グローバルで
最適化を図る上では非常に有用な経営手法で

れる事業軸と、経理・財務・人事、さらには
近年ではデジタル機能などの機能軸から、各
グローバル地域主要拠点に対してGHQから
統制をかけながら日々のオペレーションをグ
ローバルで最適化していく経営モデルであ
る。GHQから地域拠点に対して事業軸、機
能軸からどのように規制をかけるかは企業に
よってさまざまである。

たとえば、海外売上比率が 8 割近く、BU
やプロダクトラインが各地域マーケットに根
差している場合、事業軸側の主管は各地域に
委ねる一方で、機能軸に対してはGHQから
の統制機能をメインに置く場合がある。一方
で、海外売上比率が高い50％周辺で、かつ各
グローバル地域間での事業ポートフォリオに
そこまで差が見られないケースの場合、事業
軸、機能軸ともにGHQからの牽制機能をメ
インに置く場合がある。こうした牽制のかけ

図3　マトリクス組織の特徴とその盲点
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るためである。トップラインがグローバルに
拡大、分散する企業であればあるほど、こう
した新しいトピックかつ事業部横断で取り組
むべき領域の既存組織、事業への組み込みは
地域性を主な理由に、その難しさが大幅に増
す。

このような課題を解決する方向性として、
次節ではプログラム経営の進め方も含めた具
体的な手法に関して解説する。

2	 プログラム経営の要諦：
	 サイロの壁の突破

ここからはプログラム経営を実践するに当
たり、運営上の特徴をそのプロセスも含め解
説する。プログラム経営の運営上の特徴は次
の 3 点である。

①正式な組織として立ち上げるのではな
く、期間限定（ 1 〜 2 年）のプログラム
として立ち上げ運用する

②対象メンバーは各事業部の部長クラスの
ほか各主要地域代表を加え、事業部横断
＋地域性も加味した構成にする

③事業部横断かつ地域特性を考慮した議論
を促進するため、全体のマネジメントを
統括するプログラムオーナーを設置する

①に関して、プログラム経営でいう「プロ
グラム」とは、正式な組織やマトリクスで定
義されるファンクションではない。社会課題
解決型事業やデジタルビジネスの創出などに
対して、全社としての方針、具体的なビジョ
ン、進め方を提示し、それらを推進する時限
的なユニットである。社長発信あるいは役員
間での意思決定を経て、短くて半年、長くて
2 年程度を目安に期間限定で立ち上げ、運営
していくことが特徴として挙げられる。また

ある一方で、その高度化のみでは、近年大き
く変化する外部環境や市場ニーズに対応し切
れない。マトリクス経営自体は各機能、事業
ごとの最適化（サイロの最適化）に適してお
り、事業部横断の課題を取り込むのには限界
がある。たとえば特にカーボンニュートラル
をはじめとしたサステナビリティ領域では、
一時的な自社のCO2排出削減やCSR活動の実
績を投資家情報に掲載するだけでは、ステー
クホルダーの納得感を醸成することも難しく
なっている。

一方で、こうしたテーマは既存事業、プロ
セスにも影響度が大きいため、事業部を横断
して取り組まなければならないものの、どの
部署がオーナーシップを持つべきかが曖昧に
なり、効果的に取り組めない事例が散見され
る。また、事業部間に内在する領域を扱う新
規組織として発足させたものの、他事業部と
の連携が思うように進まず、活動が進展しな
い例も少なくない。

また、これはマトリクス経営の仇となるよ
うな性質であるが、マトリクス経営は事業
軸、機能軸と地域軸間でそれぞれのプロセス
ごとにグローバル各地域拠点の連携を通して
最適化していく仕組みである。言い換える
と、マトリクスはサイロに閉じた形でのグロ
ーバルオペレーションの最適化をかけるもの
である。

さらにこの事業部横断での取り組みが難し
いという課題は、海外売上高比率が高い企業
であればあるほど顕著になる。なぜならば、
サステナビリティやデジタルソリューション
はグローバルで共通のビジネステーマとして
語られる要素が多い一方、各地の規制や実施
しているビジネスモデルの違いの影響を受け
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性が高まる中、カーボンクレジット情報など
の環境指標や改善指標を取得し、投資家、ス
テークホルダーに開示しなければならない。
また、営業やマーケティングの視点では、環
境に配慮した自社の製品や取り組みがどのよ
うな付加価値を生み出すのかを具体的に明示
していかなければならない。R&Dの観点で
いえば、サステナブルな事業を生み出すため
の開発を、既存のコア技術を見直した上でロ
ードマップを策定し、10年後、どの領域に特
化するべきかについて技術ポートフォリオを
策定する必要がある。

このように、特定テーマに対して幅広い事
業領域がかかわる場合、プログラム運営時は
各領域横断の事業のネタを逃さないという観
点から、各領域からの人材の巻き込みが必須
になる。具体的には、各領域ないし事業部長
クラスが主要メンバーとして参画することが
望ましい。

2 つ目として、さまざまな事業領域をカバ
ーし、事業横断の領域を取り囲むだけではな
く、地域性の観点から多様性を確保すること
も重要である。サステナビリティやデジタル
は事業部横断で取り組むべき領域であり、グ
ローバルでの共通要素は多いものの、地域性
を考慮しなければ最終的に事業化を考えた際
には大きな制約となり得る。そこでプログラ
ムの立ち上げ時に各地域の代表や拠点長を巻
き込むことで、地域性の観点で多様性を確保
し、事業という観点ではなく地域という観点
でも網羅性を担保することが可能になる。事
業部間での議論と並行し、地域の観点で見る
ことによって、何がグローバル共有で何が地
域性によって差がでる領域なのかを、ある程
度、初期の段階で見極めることができる。プ

発足させる際には，既存の事業組織やオペレ
ーションへの統合組み込みを念頭に入れ、
徐々にプログラム自体の完成度を高めていき
ながら、既存組織への組み込みを目指すこと
が重要である。

前述したとおり、事業部横断で取り組むべ
き事業領域のために、正式に組織を立ち上げ
てしまうと既存事業部との連携がうまくいか
ない、あるいは既存事業部の既得権益に押し
つぶされてしまうといった事態が起き得る。
結果として、事業部横断で取り組むべき領域
もサイロ化されてしまうリスクが高まる。そ
のため、恒常的なプロセスや組織を立ち上げ
るのではなく、まずは全社トップダウンでの
プログラム（期間限定）として立ち上げるこ
とが、事業部への取り込み、連携において有
用といえる。

②のプログラム経営に携わるべき領域と人
材に関して、ここでは 2 つの観点から多様性
を重要視したメンバー構成が肝になる。

1 つ目は、事業横断や事業間でのトピック
を拾い上げるために必要な人員構成である。
前述のとおりプログラム経営の主たる目的
は、事業部ごとのサイロの壁を突破し、サス
テナビリティやデジタルなどの事業領域テー
マを既存の組織に適合させることである。た
とえば、一口にサステナビリティといっても
その領域は非常に広い。

調達やSCMであれば、再生材を含めたエ
コな素材、原料を調達することで、スコープ
1 のみならずスコープ 2 〜 3 も含めたバリュ
ーチェーン全体でのGHG削減比を明示し、
自社の製品が製品の仕入れ先も含めてサステ
ナブルであることを証明しなくてはいけな
い。経理・財務であれば、非財務指標の重要
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A 社の組織を示す。北米・アジア・欧州など
の地域軸に加えて、各事業特有の事情に依り
にくい経理・人事・法務などのミドル・コー
ポレート機能を機能軸として据えたマトリク
ス構造を持っている。これは比較的よく見ら
れるグローバルマトリクス組織の形であろう。

そのような A 社において、サステナビリ
ティ・デジタルなどの社会的変化に伴い、全
社で対応する際には、いきなり既存のマトリ
クス上の一機能としてプロセス化を行わな
い。全社・事業部単位でのプログラムオーナ
ーを設けた上で、各BUの中で都度プログラ
ムを立ち上げ、こうした短期的なプログラム
の積み重ねの中で、徐々に全社的な浸透を図
っている。また、そうした全社的な浸透を図
った後に、最終的に機能軸の 1 つとしての常
設化も検討する。このような事業部を巻き込
みながら段階的な浸透を図った後に、常設組
織として立ち上げることにより、前述のよう
な、いきなり全社横串組織として立ち上げる
結果として起こり得るサイロ化や、各事業部
内に機能を付与したもののうまく機能しない
などといった課題も予防している。

また A 社はプログラム経営からの高度化
を経て、全社サステナビリティ委員会を発足
させた。この委員会は各主要BU、コーポレ
ート、機能プロセスのHeadによって構成さ
れており、まさに事業部横断でサステナビリ
ティに関連したテーマを全社で適切に吸収で
きる体制を整えた。その配下にサステナビリ
ティコアチームを配置し、より現場レベルか
らサステナビリティ関連で同社の事業機会に
資するようなテーマを吸い上げられるチーム
を配備している。

このコアチームは事業部や各地域から主要

ログラム経営の行き着く先として、既存事業
への合流や強化を前提としている場合、事業
部横断での議論の中で共通のテーマをつくり
ながら、早い段階で地域の特性を反映させる
ことで、後々の既存組織への組み込みがスム
ーズになりやすい。

最後に③に関しては、プログラム経営活動
における重要な存在として、各事業部を横断
して統括することのできる人材をプログラム
オーナーとして配置することが挙げられる。
このプログラムオーナーのミッションは、プ
ログラムの立ち上げ、既存事業・組織・プロ
セスへの浸透であり、KPIとしては、各領
域、事業部横断テーマの特定数、同テーマへ
の主要地域への組み込み数が挙げられ、プロ
グラムが一過性のものに終始しないよう、
KPIが設計されていることが肝要である。プ
ログラムオーナーは特に、事業部横断で解決
するべき領域の特定時に大いに力を発揮す
る。プログラムオーナーの配置による全体コ
ーディネートの下、各事業部・主要地域横断
での議論の促進を担保し、最終的には既存組
織への組み込みをリードすることで、プログ
ラム自体が形骸化するリスクが減少する。

ここまでプログラム経営の要諦に関して、
その特徴を目的やオペレーション上の観点か
ら言及した。ここからは既存組織への組み込
みも踏まえ、グローバル企業の具体例を見て
いこう。

3	 グローバル素材メーカーA社の
	 事例

世界有数の素材メーカーである A 社は、
グローバルに広く展開しており、従業員数も
10万人を超える巨大な企業である。図 4 に
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げてきた。昨今の不確定性の高い時代には、
その潮流に合わせて全社で柔軟に対応してい
くことが求められている。グローバル化が進
み、全社としての規模も拡大する中で、組織
全体での柔軟な対応が困難になってきている
企業群にとり、プログラム経営は一つの有効
な手段であるといえる。一方、ここまで論じ
てきたのはあくまで新しいものを取り入れる
際の、有効な「付け加え方」に過ぎない。も
う 1 点、グローバル製造業企業がマトリクス
を運営していく中で、リソースの集約（特に
コーポレート領域における）とオペ―レーシ
ョンの効率化の各地域性依存からの脱却が大
きな課題として挙げられる。その観点から、
次章ではこうした既存の枠組みの中でのリソ
ースの捻出手法としてのGBSの概念を取り上
げ、その有用性・必要性に関して述べる。

メンバーが構成され、事業横断かつ地域性も
鑑みた戦略を策定している。また、プログラ
ム立ち上げ期の主要メンバーを有し、上層の
全社サステナビリティ委員会と連携をしてい
る。

このように、プログラム経営とは、マトリ
クス経営を前提としてそこへ新たなトレン
ド・概念を早期に全社的に浸透させる際に有
益な手法であり、かつ長期的にプロセスとし
て常設する際のステップとしても有効であ
る。マトリクス経営の高度化に際してはこう
したプログラム経営が手法として有用である。

4	 まとめ：プログラム経営を通じた
	 「サイロの壁の突破」の重要性

新たな概念を全社的に浸透させる際に有効
な手段として、「プログラム経営」を取り上

図4　プログラム経営の例

A 社におけるマトリクス構造

事業軸

北米

BU 1 BU 2 BU 3 BU 4 …

アジア

テーマ例：
●サステナビリティ 
●デジタル 　など（事業部横断で取り組むべき領域）

欧州

…

プロ
グラム

プロ
グラム

地
域
軸

A 社におけるプログラム経営の実装

✓いきなりグローバルマトリクスの機能軸に組織を配置しない
✓期間限定のプログラムを、事業部×地域の観点で、テーマに関連する事業・
地域を中心に都度立ち上げる

✓プログラムベースでの浸透を図った後に機能軸上の 1 機能（全社横串組
織）としての常設化を検討

✓各主要のBU、地域のヘッドで
構成

✓サステナビリティチームと密に 
連携

✓既存組織との活動に組み入れ
る領域や組織の常設化を吟味

✓各BUの事業部長をはじめとした
現場リーダーと主要地域のマネ
ジャークラスで構成

✓全社サステナビリティ委員会と
密に連携

✓全社サステナビリティ委員会が
吟味するためのサステナビリ
ティ事業戦略を部門横断で作成

全社サステナビリティ
委員会

サステナビリティコアチーム

サステナビリティ戦略
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ともに分析業務なども手掛けることで、事業
部や経営層に対する業務遂行上のサポートを
行う、グローバルでの横串組織である。で
は、これまで日系企業においても取り入れら
れてきた、Shared Service Center（SSC）や
Business Process Outsourcing（BPO）との
間には、どのような違いがあるのだろうか。

通常、企業の成長過程においては、事業部
ごとにサイロ化した組織となることで、事業
特有の業務だけではなく、ある程度の共通性
を持った経理や人事、総務、法務などの間接
業務も各事業部や事業会社に分散して存在
し、別組織内で別の人が業務を行うようにな
る。そうした共通性の高い間接業務を、事業
部・事業会社間で標準化した上で、 1 つの内
部組織に集約する、もしくはアウトソースす
ることで、業務の効率化と組織のスリム化を
行うものがSSCやBPOである。また近年で
は、デジタル技術の進歩により、SAPなどの
企業を中心として、RPA・ERPがより浸透
していることで、単純な業務集約による規模
の経済でのコスト削減にとどまらず、より一
層間接業務を効率化することによるリソース
捻出が可能になっている。

表 1 に、SSCとGBSの違いを 3 つの観点で
整理した。まず大きく異なる部分が設立時の
目的である。SSCでは、コスト削減が大上段
での目的になっており、主に各事業部に点在
している間接業務を集約し、その中で規模の
経済を生かしていくことを目指している。一
方でGBSでは、そうしたコスト削減・効率化
というよりも、分析業務などの業務遂行上の
サポート業務までも担い、最終的には経営の
高度化（キャッシュコンバージョンサイクル

〈CCC〉の改善など）や意思決定に寄与する

Ⅲ	地域拠点間の壁の突破：
	 GBS活用による地域拠点を
	 横断した経営の効率化

前章では、経営のグローバル化を進めるに
当たって、グローバル全体でのガバナンスを
かけていくための仕組みとしてマトリクス経
営の重要性、および、そこからさらにグロー
バル経営モデルを高度化するに当たっては

「サイロの壁の突破」と「地域拠点間の壁の
突破」が重要となる旨を論じてきた。特に前
章では、マトリクス組織におけるサイロの壁
を突破するための手法として、「プログラム
経営」の可能性について論じた。本章では、
後者の「地域拠点間の壁の突破」の手法とし
て、GBSを取り上げる。

マトリクス組織において、各地域拠点での
個別最適化が進むことで生じる「地域拠点間
の壁」を突破するに当たっては、地域拠点ご
との特性を平準化した上で地域拠点を跨いだ
形で業務を集約し、グローバル全体で業務の
効率化・高度化を推進していくことが重要と
なる。まさにそうした役割を担うのがGBSで
あり、多くのグローバル先進企業が導入を試
みてきた。本章ではこうしたGBSについて、
その設立目的・保有機能から立ち上げ時にお
ける要諦まで、その重要性とともに論じる。
本稿ではGBSを論じるに当たって、あくまで
自社の経営モデルの最適化という内販の観点
に特化して解説することを補足する。

1	 GBSとは
（1）	 従来のSSC、BPOとの違い

そもそもGBSとは、地域拠点を跨いで業務
を集約した上で、業務の効率化を推進すると
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あるといえる。
さらに運用体制面においても、前述した特

徴ゆえの違いが出てくる。SSCでは、地域や
業務・プロセスごとに閉じた組織になりがち
であり、グローバル全体で見たときには最適
化されてないという事態に陥ることがある。
一方でGBSでは、地域横断での最適化が図ら
れている。また、SSCにおいては定常的な運
用がなされること自体が求められているた
め、特にKPIなどの目標が課されていない一
方、GBSにおいては常に集約業務の効率化・
高度化が求められており、定量的に効果の測
定がなされている。このように、求められて
いる役割の違いによって、結果として取られ
る運用体制も異なっている。

GBSはSSCを単純に拡大させた組織のよう
にも見えるものの、こうして相違点を並べて
みると、そもそもの目的から提供サービス、
運用体制に至るまであらゆる面での違いがあ
ることが分かる。GBSはSSCを通して徐々に
拡大していくことが前提にあるが、目指して
いる到達地点や全社における位置付けが異な

ことを目指している。
また、提供するサービス内容に関しても、

通常SSCやBPOによって集約される業務は、
間接業務を中心とした単純業務であり、かつ
SSCやBPOが担う役割も、基本的には集約さ
れた業務を集約前と同様のオペレーションで
行う、もしくは前述したようにRPA・ERP
などの活用による業務の標準化・効率化を行
うといった役割になっている。

一方でGBSも、初期段階では同じように
SSC立ち上げからスタートするものの、時間
をかけて徐々にマチュリティを高めていく中
で、単純業務における業務の標準化・効率化
だけではなく、各事業に紐づく、一定程度の
標準化が可能な分析業務や、機能横断での問
題解決などといった業務も手掛けるようにな
り、最終的には各地域や事業の意思決定のサ
ポートをするといった役割も担うようにな
る。つまり、機能としての力点が、SSCでは
日常的な業務の遂行にある一方、GBSでは企
業全体での業務の継続的な改善・意思決定支
援を推進することにある点で、大きな違いが

表1　SSCとGBSの違い

SSC GBS

役割・目的

コスト削減・効率化を重視
　 ● 間接費の削減
　 ● 規模の経済性を追求
　 ● 定型業務の反復処理

コスト削減よりも戦略性・付加価値提供を重視
　 ● 分析レポートなどの戦略業務支援サービスも提供
　 ● テクノロジーの活用による業務効率化を実施
　 ● 戦略的な優先度を集約業務に反映

提供
サービス

人事・総務・経理などの間接業務における単純業
務を各プロセスごとに集約し、業務を遂行

間接業務のみならず、幅広い業務を機能横断で実施
事業部の戦略パートナーとしての分析業務を実施

運用体制

地域・業務機能ごとにサイロ化
　 ● ローカルまたは地域ごとに分かれた運用
　 ● 業務・プロセス単位での運用
固定化された運用方法の中で定常的に運用
　 ● 目標を定めず定常的に運用されることを重視

全地域・プロセスで一貫したオーナーシップ
　 ● グローバルワンオペレーションでの運用
　 ● 複数プロセス間に跨って一気通貫で運用
常に運用プロセスを最適化
　 ● KPI を設定し、定量的に効果測定
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各地での迅速な意思決定につなげるために各
地での自主性を重んじてきた。結果として地
域の遠心力が強く働き過ぎたこともあり、世
界各地で固有の手法を用いて業務がなされる
ようになった。これにより、各拠点の経営層
までもが間接業務にも時間を割かなければな
らなくなっていただけではなく、グローバル
全体で統一した戦略の立案・推進が困難にな
っていた。そこで B 社では組織・事業の再
編を行い、その中でプロフィットセンターと
コストセンターの切り分け、プロフィットセ
ンターがコア業務に集中できるようにすべ
く、コストセンターの業務内容を集約して一
括して業務を遂行する組織としてGBSを立ち
上げた。

この B 社がGBSを設立した過程は、図 5 に
示すように大きく 3 段階に分かれている。ま
ず、ITのアウトソーシングから始まり、人

っている。そのため、GBSの設立に向けては
そうした前提を正しく捉えておく必要があ
る。特に、日系企業に多い、SSCの立ち上げ
はできているもののGBS化まで達成できてい
ないというケースは、こうした前提の部分で
の認識の相違があるものと考えられる。GBS
化に向けてはSSCとGBSの差を正しく理解し
た上でGBS化の構想を推進することが非常に
重要である（図 5 ）。

（2）	 グローバルに展開するB社の事例
ここでGBSを実現している事例を見てみよ

う。BtoC向け製造業の領域で世界的に大き
なシェアを保有している B 社は、20年以上も
前にGBSを設立し、その活用に成功した代表
的な企業である。

もともと B 社は、1990年代に急激にグロ
ーバルで事業拡大が進んだことを受け、世界

図5　BPO、SSC、GBS のそれぞれの状態定義とマチュリティの違い
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一気通貫

● 経理・人事など各個別事業部ごと
にBPO・SSC化

● 拠点やプロセスごとに進捗状況な
どが異なるため、個別でのコミュ
ニケーション対応に終始

● 地域拠点ごとにSSC化を推進
● 拠点によっては集約化の効果を体
感

● 戦略・企画業務に集中できるため、
グローバル最適化がしやすくなる

● SSC内のセンター長やSMEと連携
し、戦略・企画・意思決定業務に
集中

● 単一プロセス単純業務を集約移管
● テクノロジーの適材適所での活用
（RPA、クラウド etc）
● リージョンでのパイロット実施・
効果の刈り取り

● オペレーションオーナー（SME※）
が立ち、標準化を推進

● 定型業務・オペレーションをend 
to endで実現

● 一部プロセスを横断する機能の業
務標準化も完了

● 定型業務・オペレーションをend 
to endかつプロセス横断で実現

● 経営の高度化（CCC改善）意思決
定に寄与

● 提供サービスの高度化より高度な
テクノロジーの活用（自動化、AI 
etc）

※SME（Subject Matter Expert）：オペレーション効率・標準化の専門家
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く、経営層が意思決定業務へ専念できる環境
を生み出すことにより、経営層への意思決定
の支援や、全社の売上・企業価値向上にも貢
献している。この B 社におけるGBSの設立
過程は、まさにGBSにおける成功事例といえ
る。

2	 なぜ日本の製造業には
	 GBSが必要なのか

ではなぜ今、日本の製造業においてGBSが
重要なのか。これには大きく以下の 3 つの要
素がある。

1 つ目は、グローバル化に伴って増してい
く非効率性の解消という観点である。人口減
少に伴い、国内市場の縮小が懸念されている
日本企業においては、業界を問わずグローバ
ルに事業を拡大していくことが求められてい
る。その中で、グローバルに点在する機能子
会社や買収先企業の視認性を高め、適切にガ
バナンスを利かせていくことは容易ではな
く、結果として地域任せが進んでしまう。先
の B 社のように各地で異なる業務手順で同様
の業務が実行されるようになり、各地でのサ
イロ化が進むだけではなく、グローバル全体
で見たときにも非効率的な要素が出てくるこ
とが考えられる。また、マトリクスを通した
最適化も、地域を跨いだ最適化に踏み込めて
いないことは前述のとおりである。そうした
際にグローバルでの間接業務の集約・標準化
を行い、地域を跨いだグローバル全体で最適
化を図ることを目的としたGBSの設立が重要
となる。

2 つ目は、グローバル化に向けたM&Aや
JVの設立に伴う負の側面の解消という点が
挙げられる。グローバルでの事業拡大に向け

事や経理などの間接業務について業務別に
SSCを立ち上げていった（GBS1.0）。その後、
各SSC内の機能を拡充する中で、グローバル
での業務標準化や自動化を実施していくとと
もに、単純業務内でOrder to CashやProcure-
ment to Payなどといった一連のプロセスを
一気通貫で担うサービスの提供を開始してい
った。この段階では、GBS1.0において得ら
れる純粋な業務集約による付加価値だけでは
なく、業務の標準化やProcurement to Pay
など、一連のプロセスを通して一気通貫で業
務を行うことによる業務／資本効率の効率化
という側面からの付加価値を創出していた

（GBS2.0）。
最終的には、財務分析や在庫予測などの機

能横断での分析業務に加え、CCCなどの経
営指標に資する指標の改善に向けた課題分析
までも担うようになり、各事業部や経営層が
間接業務にかかわる必要をなくすだけではな
く、戦略・企画・意思決定業務に専念できる
ようなサポート体制を構築している（GBS3.0）。
現在は、GBS3.0の状態からさらにサービス
を拡充しており、より一層各事業部や経営層
の戦略的パートナーとしての位置付けを強め
ている。また昨今はAIやブロックチェーン
技術の登用などを通して、既存提供サービス
における付加価値をより一層拡充させてい
る。

このように B 社は、コスト削減を目的と
した単純業務の集約組織としてではなく、機
能横断での分析業務を通して、あくまで各事
業部や経営層の戦略的パートナーとなり得る
ような組織としてGBSを立ち上げ、そこまで
順調に機能を拡大していった。結果的に、間
接業務の効率化によるコスト削減だけではな
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か。ここではGBSの立ち上げにかかわる要諦
を論じる。

前述の B 社での成功例を振り返ると、GBS
設立に向けては初期段階での全体構想策定が
非常に重要になることが分かった。しかし、
GBSとひとくちにいっても、いきなりのGBS
設立は厳しい。前述したように、GBSは従来
のSSCが扱う業務と機能の両面をさらに高度
化させたものである。そのため、GBSの設立
に際しては、まずSSCを設立し、その後に
SSCの高度化を図っていくことが基本線にな
っている。

B 社も初期段階ではBPOの延長線上に過
ぎなかったが、中長期かつGBSを社のコーポ
レートプロセスの中枢に据えることを見据え
て、設立してから10年以上かけて高度化して
いった結果、現在のGBSの姿がある。 B 社
での例やGBS設立に成功した各社の事例を鑑
みると、GBS設立に向けた動き出しの段階で
特に重要となる要素として、次の 2 点が挙げ
られる。

（1）	 GBS化を見据えた
	 中長期ビジョンの提示

1 点目に関して、図 6 に示した B 社のロ
ードマップに見られるように、たとえSSCの
立ち上げ段階であったとしても、GBSへの高
度化を設立段階から見据えることが重要であ
る。

GBSへの高度化はSSCの設立→SSCオペレ
ーションの開始・運用→オペレーションの高
度化→提供メニューの拡大・高度化と、長期
間かつ複数の工程を経て最終的には進化をさ
せていく。中長期にわたる工程を経て機能を
高度化・拡大していく性質があり、かつ従来

ては、M&AやJVを設立することが多い一方
で、その負の側面として、ガバナンスが効か
せにくい点や、非効率な業務が残る要因にも
なり得る点などが挙げられる。GBSにおいて
は、M&Aをした企業や設立したJV内部の業
務に対しても集約を行い、各業務の視認性を
高めた上で業務を効率化するとともに、業務
品質を高める役割を担う。そのため、GBSを
うまく機能させることにより、M&AやJVの
設立に当たって出てくる上記の負の側面を打
破することが可能であり、結果としてグロー
バルへの事業の拡張性を担保できる。

3 つ目は、コアとなる意思決定業務・全社
横断での取り組みへのリソースの投下の観点
である。サステナビリティ・デジタルに代表
されるように、昨今は社会全体の潮流から落
ちてくる、企業としての対応課題が多く存在
する。そうした課題に重点的に経営資源をか
けるため、これまで間接業務に取られていた
ヒト・カネを全社横断の取り組みに再分配す
ることにより、上記事項に対応することが求
められるのである。GBSは、まさにそうした
全社での組織のスリム化・最適化を担う主体
であり、組織のグローバル化に伴い増えてい
く全社横断での取り組みへのリソース捻出に
向けて非常に重要な役割を担うのである。こ
うした 3 つの観点から、今、日系製造業企業
にはGBSの設立およびその有効活用が求めら
れている。

3	 GBS実現に向けた構想策定と
	 設立に向けて必要なアクション

ここまで、GBSの重要性や有用性について
述べてきた。では、GBSを実際に立ち上げる
際にはどのような点が重要になってくるの
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セスなど）した統合サービスとして存在して
いる。通常のBPOやSSCのサービスと違い、
機能上必要であれば、既存プロセスや領域を
跨いでサービスを提供することが、GBSを提
供する大きな付加価値となるのである。

また後者である提供ソリューションの観点
では、GBSが提供する機能・サービスの高度
化が挙げられる。具体的には図 6 で示したよ
うに、ステップ 1 として単純業務を各地域を
跨ぐ形で集約すること、ステップ 2 としてグ
ローバル規模で業務を標準化すること、が挙
げられる。その後、ステップ 3 としてGBSが
主体となってデジタルを活用したさらなる業
務の効率化や、業務の自動化を含めた提供サ
ービスの高度化が挙げられる。最後にステッ
プ 4 として、ステップ 2 までに積み上げた実
績を基に、GBSが主体となり、地域だけでは
なく機能も横断した形で高付加価値かつ経営

型のコスト削減プロジェクトと違い、必ずし
も短期的には効果が出ない性質のプロジェク
トであるため、ステークホルダーからの理解
を獲得するためには、最終的に目指す姿とそ
こにたどり着くまでの過程（ロードマップ）
をしっかりと描き切ることが重要になる。

このロードマップを描く観点としては、図
6 で示したように主に「集約業務範囲」と

「提供ソリューション」という 2 つの観点が
ある。前者の観点では、最終的に必要な機能
をend to endで可能な限り（たとえそれが事
業部を跨ぐ場合であっても）集約できる世界
を目指す。 B 社の例を見ると、CCC改善に直
接寄与するような、仕入れ元から販売後ま
で、サプライチェーン全体での資金の流れを
的確にモニタリングして報告するCode to 
Cash が、SCMにかかわる複数の機能・プロ
セスを横断（ファイナンス、調達、管理プロ

図6　Ｂ社がGBSを高度化してきたロードマップ
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み重ねた結果としてたどり着くものである。
それに当たり、経営層、特にトップマネジメ
ントの中で、GBSが中長期的に自社にもたら
すメリットを提示し、トップの後ろ盾を得て
全社プロジェクトとして実現を目指すことが
極めて重要である。

GBSの立ち上げを試みた企業はこれまでも
多数あったように思うが、実際に効果的な
GBSの設立に成功している企業は少数派であ
ろう。こうした、GBS化ができた企業とそう
でない企業との大きな差異は、主にトップか
らのバックアップを獲得できたか否かにあ
る。GBS化を成し遂げるには、事業部別のコ
スト削減のホチキス止めでは到底到達でき
ず、構想・設立時から最終的に全社横断で集
約する機能として設立することで、設立から
オペレーション運用、その先の高度化に向け
た流れを一気に加速することができる。

また、従来、この手の実施判断において、
コスト削減を至上命題とするあまり、単年も
しくは 2 年間程度でのコスト削減額にしか経
営層が着目しないという実態が往々にしてあ
る。短期間での成果に注視するあまり、本来
の目的であるGBS化を見据えたSSCの設立や
機能の拡大、高度化に必要な投資判断がなさ
れないといった事態を防ぎ、中長期的なコス
ト削減・業務品質の高度化という果実を得る
ためにも、投資事業対象となる戦略プロジェ
クトとしてその位置付けを見直すことが肝要
である。

後者の事業部の巻き込みに関して、実際に
GBSを設立し運用する際には、当然、業務の
出し手から業務を移管してもらうことが前提
になることを今一度強調しておきたい。GBS
の設立を考えた際には、業務を集約した後、

課題解決に資するようなサービスを提供する
ことが挙げられる。特に、このステップ 4 に
おいては、前述のとおりCCC改善に向けた
課題特定分析などが具体例として挙げられ
る。

ただし、一点留意しておきたいのが、ステ
ップ 4 まで到達した時点で、提供サービス目
線で見た際に前述のGBS3.0の状態といえる
が、それがゴールとなるわけではないという
ことである。 B 社においても継続的に行わ
れているように、それまでの各ステップで培
ってきたサービス内容を高度化していくとい
うミッションを担っているため、常に事業
部・経営層に対しての提供価値を最大化して
いくことが求められている。

このようにGBSを見据えたロードマップの
策定においては、自社の最終的な絵姿である
GBSを主体とした機能横断でのサービス提供
を初期段階で構想しておくことが極めて重要
であり、そこからバックキャストして必要な
施策を講じていくことを念頭に置かねばなら
ない。

（2）	 社内ステークホルダーの
	 巻き込み・支援の獲得

2 点目に、社内ステークホルダーの巻き込
みが挙げられる。ここで、社内ステークホル
ダーと述べているのは、主にGBS設立の意思
決定をしてそこに向けた活動を後押しする経
営層と、実際に業務の出し手となる事業部が
想定される。

まず前者の経営層の巻き込みの重要性の観
点から述べる。前述のとおり、即時コスト削
減効果が求められるBPOやSSCと異なり、
GBSへ向けた取り組みは中長期的な施策を積
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階に実施すべきことを後段にて 3 点述べる。

①集約プランの策定
前述のとおり、GBS化を図るにはその前段

のビジョン策定が重要である。ただ、そうし
た構想を練った後、実際に初期段階としての
SSCの立ち上げを実施するに当たっては、も
う一段階具体的な検討、つまり集約する業務
の内容についての検討が必要になってくる。

検討すべきポイントは、より大きく捉えれ
ば、図 7 に示すように、全体像としては、①
どの機能・プロセスまで拡張し、②どの業務
を、③どの順序で移管すべきか、という 3 つ
の論点に集約される。特に論点①と②に関し
ては、最終的にどの機能・業務までをGBSの
中で取り扱うことを目指すのか、最終的に
GBSに持たせるべき役割はどのようなものな

いかに業務を効率化・高度化し、事業部や経
営層の意思決定に寄与し得るかといった部分
に目が行きがちである。しかし、その前段階
として、当然、業務の出し手である事業部か
ら業務を移管してもらう必要がある。そのた
めにも事業部から業務品質についての信頼を
得た上で、業務を実際に移管してもらうとい
った点が、全社大での戦略プロジェクトであ
るGBSの設立を行う上では重要となる。

このように、上記 2 つのポイントに留意し
ながらGBSの立ち上げを進めることが非常に
重要になるわけであるが、実際にはどういっ
たオペレーションが求められるのか。特に社
内ステークホルダーの巻き込みの重要性を述
べてきたが、一筋縄でいかないことが往々に
してある。以下、そうした社内ステークホル
ダーの巻き込み実現を念頭に置いた、初期段

図7　集約プラン策定における論点

● グローバル戦略の策定・推進・強化
● プロセス軸の高度化・ガバナンス強
化

● 地域戦略の策定・推進・強化
● 顧客／地域軸での独自対応
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（HR/GA、Finance、IT、SCM…）

コーポレート機能以外
（Global Sales、Solutions）

論点① どの機能・プロセスまで拡張すべきか？

論点② どこまでの業務を移管すべきか？

論点③ どの順序で移管すべきか？

単純業務

● 業務分析
● 特定課題分析・財務分析・シミュレーション
● 在庫予測・シミュレーション　　　　　　　　など

● ミドル・フロントエンドで行っ
ているビジネス支援業務　など

● Order to Cash
● Procurement to Pay 　　　　　　　など

従来型SSC／BPO
● 支払い、回収、月次レポート　など



71製造業企業におけるグローバル経営モデルの高度化

のかを具体化するための検討である。またそ
の上で、論点③では最終的なゴールに向けて
どのような手順で業務移管を進めていくの
か、という戦略を描くことが求められる。

論点③の検討に際しては、大きく 2 つの検
討ポイントがある。 1 つはどの業務から集約
していくのかといった意味での順序である。
この点に関しては集約効果の出やすい業務か
ら、あるいは地理的・オペレーション的に集
約のしやすい業務から実施するなど、個々の
企業によって考え方があるため、企業特性な
どに応じて検討を進めるのがよいであろう。

もう 1 つのポイントとして挙げられるの
が、前述したような標準化の観点である。具
体的には、業務をGBS内部に集約した上で業
務の標準化を実施するのか、現状の各事業部
内で業務標準化を行ってからGBSへ業務を集
約するのか、であるが、本来は前者の方が業
務標準化工程がスムーズであり、集約効果も
早期に出始めるであろう。

初期的に標準化されていない業務を集約し
た際には多くのリソースが必要になるが、そ
の先での業務標準化に伴い、徐々に必要なリ
ソースが減っていくことが想定される。これ
は、本来的には全社にとってよいことである
はずなのだが、この場合のリソースは基本的
にGBS内部で新規に採用している場合が多
く、コストセンターであるバックオフィスの
余剰リソースは、売上を上げてくるフロント
オフィスの余剰リソースとは異なり、純粋な
コストとなるために削減することが望まし
い。

しかしながら、特に日本では、雇用済み人
材の削減が難しく、集約後の標準化はあまり
向かないというのが実情もある。人材の流動

性が高い海外諸国では、こうしたリソースの
削減の自由度は日本よりも高い。このような
違いが、海外企業が日本企業よりもSSCや
GBSのスムーズな立ち上げ、および高度化が
可能な要因でもあると思われる。結論とし
て、この点についてはおそらく集約後の標準
化の方が望ましいものの、各国の雇用制度を
鑑みると、標準化後の集約が妥当なケースも
ある。それに加え、個社それぞれの事情に応
じた使い分けが必要である。

②効果試算
初期段階での構想策定ができた後には、実

際の運用に向け、SSC拠点の設立ロケーショ
ンや業務の集約順序などを時間軸に沿って検
討した上で、前述までのGBS化に向けたロー
ドマップの中でも立ち上げ期に焦点を当て
た、具体的な集約ロードマップを策定してい
くことになる。ただし、そうした集約ロード
マップの作成に向けては、実際の集約期待効
果を記載する必要がある。ここでは、SSCの
設立に向けて現状の業務量を可視化した上
で、そこから将来的に業務量をどの程度減ら
すことが可能か、コストの削減効果がどの程
度になりそうかといった内容を試算すること
になる。

そうした集約効果の試算においては、図 8
に示すように、業務集約前後の総人件費の差
分を求めていくことになる。これは、種々の
投資を行い、業務の効率化が行われる中で、
最終的に効果として浮かび上がる要素が総人
件費に該当するからである。その際に見るべ
き要素としては、集約前後での業務量（Full-
Time Equivalent：FTE）と人件費単価（円
／人）になる。ここでFTEとは、 1 人の従業
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るのかという側面を理解した上で、SSCの設
立に伴って業務量と人件費単価の 2 要素がど
の程度変化をするのかを見ていくことになる
が、その際には、主に業務の種類と地域によ
って計算時のパラメータを変えなければなら
ない。前者は集約業務の選定をする際に必要
になり、それに伴ってSSCへの集約業務量の
算出に寄与してくる。加えて、後者に関して
は、前述した集約効果につながる 2 つの要素
のうちの人件費単価と密接に関与してくるた
め、地理的にどこからどこへ業務移管を行っ
たのかを考慮することが非常に重要になって
くる。

そうした観点から、業務を行う主体が存在
する地域によって計算の粒度を細かくする必
要がある。もちろん、効果試算をするに当た
ってさらに細かな粒度で計算することも可能
であり、かつ精度がより高まることは確かで

員が処理できる仕事量を表す単位であるた
め、便宜的に実際に働いている従業員数

（人）と同数であるとした際に、業務量（FTE）
（＝人数〈人〉）と人件費単価（円／人）の積
が総人件費（円）になる。

このことから、集約効果として反映され得
る要素としては、業務標準化・効率化による
業務自体の削減と、作業主体の変化による人
件費単価の削減の 2 点があるということが分
かる。なるべく多くの業務を 1 カ所に集め、
同様の業務を一括で行う中で業務工程を標準
化し、規模の経済を効かせることで業務量を
減らすとともに、地域による人件費単価の差
を踏まえ業務主体を変えることで人件費単価
を低減させ、最終的に総人件費が減ってい
く。つまり集約効果が表れることになるので
ある。

こうした集約効果がどのようにして表れ得

図8　シミュレーションの概要

SSCなし

SSCあり

凡例：

全体業務量
（FTE＝人）

拠点
全体業務量
（FTE＝人）

拠点
総人件費
（円）

SSC
総人件費
（円）

差額がSSC設立による
人件費面での
期待効果に相当

SSC
全体業務量
（FTE＝人）

拠点人件費単価
（円／人）

拠点人件費単価
（円／人）

SSC人件費単価
（円／人）

既存データ 事前算出値 新規算出値

総人件費
（円）

総人件費
（円）

基本的な
考え方

業務量（FTE）
＝人数（人） 人件費単価（円／人） 総人件費（円）
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の重要性である。経営層からのトップダウン
支援獲得の重要性については前述のとおりで
あるが、その際に一定の定量的説明が求めら
れることも多い。目先の効果刈り取りにとら
われ過ぎない中長期的な戦略プロジェクトで
あることが認知されていたとしても、どれく
らいの期間でどれほどの効果を出し得るの
か、といった部分に対して経営層が関心を持
つのは当然のことであろう。こうした効果試
算をしておくことで、全社として掲げている
コスト削減、業務効率化、生産性向上といっ
た目標に対していかに貢献できるのか、また
それを達成するためにトップダウンでの支援
がいかに必要であるかを定量的に説明するこ
とができる。

③パイロットの実施
続いて必要になるのがパイロットの実施で

ある。パイロットの実施は特にSSC化に着手
して間もない企業にとっては業務集約・オペ
レーションなどでの実績づくりという観点で
非常に有用である。パイロット実施に際し、
重要な観点は以下の 2 点である。

1　事業部の巻き込みに向けた業務品質担保
2　運営オペレーションの立ち上げ・高度化
1 点目については、実際に業務を集約して

いくに当たり、経営層に加えて事業部の巻き
込みが重要である点は前述したが、業務の出
し手である事業部の巻き込みが得られなかっ
た際には、SSCを立ち上げたとしても効果を
発揮できない恐れがある。そのため、事業部
側が安心してSSCに対して業務を移管できる
よう、事業部に対して業務の品質安定性を示
すことが重要となる。特に事業部側が初期段
階で気にするSSC側の業務品質に関する懸念

あるが、あくまで試算である点を考慮すれ
ば、上記内容には最終的な集約効果に影響を
与え得る因子はすべて押さえられており、試
算に際しては適切な粒度であろう。

また、どの粒度で効果試算をするにして
も、現状の数値の把握は必ず求められる。現
状の業務からSSCに集約でき得る業務を選定
し、それらがSSCに移管されることでどれだ
けの業務量と人件費単価が削減可能なのかと
いう部分を見ていくため、現状業務の可視化
というのは前提となるのである。ほかにも、
どのタイミングで、どの拠点から、どのSSC
に、どれだけの業務を集約するのか、計算期
間中にそもそもの全体業務量がどの程度増減
するのか、業務集約前の拠点と集約するSSC
での人件費の差分がどの程度あるのか、さら
には集約後にSSC内で業務の効率化をする中
でどの程度業務量を減らすことができるの
か、といったポイントを押さえる必要があ
る。ここでは細かな手法の部分までは言及を
避けるが、こうしたポイントを踏まえた上
で、各パラメータの関係性などを考慮しつつ
シミュレーションをしていくこととなる。

こうした試算が重要である背景としては、
大きく 2 つほど挙げられる。 1 つは、集約業
務量やSSC内での業務効率化度合いを変化さ
せることによって、最終的な業務量低減にど
れほどつながるのかが明確化されるからであ
る。また、こうしたパラメータ・ロジックを
しっかりと組み立てておくことで、逆算の観
点でも目標としている数値達成に向けて改
善・注力すべき点を明確化することが可能に
なる。

またもう 1 つは、経営層との合意形成およ
びトップダウンでの支援を得るツールとして
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踏まえつつ、ロケーションを検討していくこ
とになる。野村総合研究所（NRI）がGBSや
SSCの立ち上げにかかわる支援を行ってきた
中で、インドを活用することが非常に有益で
あるという可能性が見えてきた。その背景と
しては、大きく 3 つの要素がある。

1 つ目は、言語面である。インドでは多く
の言語が使用されているものの、英語を使う
人は多く、連邦政府からもヒンディー語に次
ぐ準公用語として英語が定められている。こ
の英語圏であるという点が、業務集約時の集
約元を広げることができるという面で非常に
有益なのである。

2 つ目は、人件費面である。インドは急激
な経済発展とともに人件費が上昇しつつある
ものの、依然として人件費が安い国として挙
げられる。そうした側面からも、純粋に業務
を実施する主体を変更させるだけで人件費の
差分としての効果が見えやすい。

3 つ目は、前述の 2 つのメリットの結果と
して出てくる、現地での設立環境面である。
言語と人件費の面から、インドはSSCを立ち
上げる場所として有益であるということを述
べてきたが、それを踏まえて、これまでに多
くの企業がインドでSSCの立ち上げを実施し
てきた。そうした背景を基に、インドでは、
現地での人材採用を含むSSC立ち上げにかか
わる支援を行う企業が多く存在する。そのた
め、実際にインドでSSCの設立を行う際に
は、そのような企業とパートナーシップを結
んで一緒になって進めることができるのであ
る（NRIもそうした支援に向けた体制構築を
行っている）。

この 3 つの観点から、インドというロケー
ションはパイロットの実施に関して、早期の

は、パイロットの実施により、委託した業務
の品質が落ちることなく地域を跨いだ業務サ
ービスを提供することで、業務の出し手側の
安心感や信頼獲得につなげることが可能とな
る。

また 2 点目である運営オペレーションの立
ち上げ・高度化に関しては、SSCの実運用を
見据えた運用体制の構築が挙げられる。SSC
立ち上げに際して、前述した集約プランも含
む概念上検討していた集約業務を、実際のオ
ペレーションを稼働させる中で検証する必要
がある。通例、SSC立ち上げ時のオペレーシ
ョン体制は、社内業務プロセスに通じる各拠
点も含む社内人員と、オペレーションの稼
働・拡大に向け外部から獲得（一部委託も含
む）する人材で主に構成される。これに加
え、初期段階では、新しいシステム・ツール
の整備や業務フローの構築が必要になる。こ
うした人員、システム・オペレーション稼働
という観点で、SSC内部での実運用の前段階
における運用面の確認のためにもパイロット
は非常に有効なのである。

では実際にパイロットを推進するに当た
り、どのような要素が重要になってくるのだ
ろうか。前述のとおり、パイロットを実施す
る目的の 1 つに、事業部の巻き込みが挙げら
れる。一方で、実運用を見据えた際には、な
るべく早い段階で事業部を巻き込む必要があ
る。パイロットの実施においてはいち早い実
績づくりが求められており、そのためにも早
期にパイロットを実施し、成果回収ができる
ようなロケーション選定が非常に重要になっ
てくる。

ここで、早期での実績づくりに向け、対象
言語・リソース・集約時の工数などの観点を
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Ⅳ	グローバル経営の
	 高度化に求められる
	 循環型経営モデルの確立

ここまで、事業間の「サイロの壁の突破」
と地域を横断して業務を集約する「地域拠点
間の壁の突破」の観点で、プログラム経営の
導入とGBS化に向けた取り組み推進の重要性
に関してそれぞれ解説してきた。

昨今の目まぐるしく変化する経営環境下
で、日系製造業企業が真のグローバルカンパ
ニーへと変貌を遂げるためには、今回論じた
プログラム経営による社会課題の事業への組
み込み、そしてGBS化を見据えたSSCの立ち
上げとその高度化による収益性の改善が非常
に有用な経営手法となる。また、冒頭で言及
したマトリクス経営の高度化とセットで取り
組めば、既存の事業・オペレーションをグロ
ーバルで改善しながらGBS化による生産性、
収益性の向上を実現することで、リソース面
で企業としての余力を生み出すことができ
る。そしてその余力を用い、事業部の垣根を
超えたリソースを創出できるだけでなく、プ
ログラム経営によるサステナビリティといっ
た社会課題やデジタルサービス創出など、事
業部を横断すべき活動を推進できる。

各業界におけるリーディンググローバルカ
ンパニーは、「マトリクス経営の高度化」

「SSCのGBS化」「プログラム経営による事業
部横断での事業創出の推進」の 3 点をそれぞ
れ整備しながら、新しいテーマを既存オペレ
ーション最適化活動の中で実施し、不確実な
時代にも通用する経営の好循環モデルをつく
り出している。

この 3 点すべてを並行して全社で進めてい

立ち上げが可能であるとともに、言語・人件
費の面からも実績をつくりやすい環境である
といえる。

以上のように、SSCを実際に立ち上げる際
には、初期段階での動き方が非常に重要にな
る。特に前述した全体の構想策定と経営層・
事業部の巻き込みは、その後のGBSと呼べる
機能まで組織を高度化していけるか、あるい
はGBS設立の意義や投資に見合う効果が出る
のかといった部分に大きく関与してくる。そ
のためにも、具体的な活動としての集約プラ
ンの策定や効果試算、パイロットの運用はい
ずれも欠かせない活動である。

4	 まとめ
本章では、グローバル化を進める中での

GBSの必要性に始まり、その定義と重要性を
説明した上で、実際の設立にかかわる要諦を
論じてきた。中でも強調したいのは、GBS化
に向かうに当たっては、中長期的な集約業務
範囲と提供ソリューションを描いた上で、そ
こに向けて徐々に機能を高度化させていくこ
とであり、初期段階での活動が重要になると
いう点である。加えて、GBSを見据えた活動
が「全社大での長期的な戦略プロジェクト」
として位置付けられるべきであるという点を
強調したい。検討メンバーだけではなく、経
営層や他事業部からの賛同を得ながら、長期
的な視点を持ちつつ、コストカットだけでは
なくトップラインを伸ばすための全社プロジ
ェクトがGBS化に向けた取り組みなのであ
る。そうして全社一丸となって、初期段階で
描いた大上段の構想へ向け活動をすることで
はじめて、最終的にはGBSに向けた活動の真
価が発揮されるのである。
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くことは、リソースの創出、投資スケジュー
ル、全社ステークホルダーへの理解の醸成と
いった観点から難しいことは確かである。特
に日系製造業各社は、まだマトリクス経営を
実装し始めたばかり、あるいはこれから本格
展開するといった企業が大半であろう。しか
しながら、2030年を見据えた際には、各地域
での市場競争はますます激化してくる。そう
した中、既存オペレーションのグローバルで
の高度化・改善活動は、競争環境に立つ上で
前提条件となっていることが容易に想像でき
る。今でこそ挑戦的な課題と称される事業部
横断で取り組むべき領域も、それができない
場合、10年後には競争性を堅持できなくなっ
ているかもしれない。

だからこそ、今のうちにグローバル売上高

図9　先進型グローバル経営モデル：三位一体・循環型経営モデル
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新規領域のマトリクス体制への組み込み
（マトリクスの強化）

既存オペレーションの
グローバル標準化、

GBSへ集約

新規GBSサービスモデルの開拓
● 例）GHG排出量可視化、分析サービス

Advanced GBSリード

Hire to retirement 

Code to Cash 

Source to Payment

NA APAC EMEA

● 定型業務・オペレーションをend to endかつプロセス横断で実現
● 経営の高度化（CCC改善）意思決定に寄与
● 提供サービスの高度化より高度なテクノロジーの活用（自動化、

AI、etc）

● SSC内のセンター長やSMEと連携し、戦略・企画・
意思決定業務に集中

が高い製造業各社は、マトリクス組織の運営
初期段階においても、その先を見据えた動き

「GBS確立による地域を跨いだオペレーショ
ンの効率化、高度化、収益性の改善」「プロ
グラム経営による事業部横断で取り組むべく
事業推進」の 3 点セットを整備し、グローバ
ル経営モデルを高度化していくことが重要
だ。また、製造業の経営モデル上、この 3 つ
の観点は図 9 に示すように常に有機的につな
がっている。

今回紹介した経営施策を推進していけば、
時代の流れや外部環境の急激な変化にもアジ
ャイルに対応し、各事業の栄枯盛衰やポート
フォリオ入れ替えにも、より効果的に取り組
むことができるだろう。日系製造業各社のグ
ローバル経営モデルが進展することに、本論
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